
(　法人名：産業技術総合研究所　第２/四半期　）

契約名称及び内容
契約職等の氏名並びにその所
属する部局の名称及び所在地

契約締結日
契約の相手方の商号
又は名称及び住所

随意契約によることとした業
務方法書又は会計規程等の

根拠条文及び理由
予定価格 契約金額 落札率

再就職の
役員の数

随意契約によらざるを得ない事由
随意契約によらざ
るを得ない場合

の根拠区分
備　　考

TECH Biz EXPO 出展料 １式

契約担当職
中部研究業務推進部長
中島  義昭
（愛知県名古屋市守山区下志
段味穴ケ洞2266-98）

H26.7.15

名古屋国際見本市委
員会
愛知県名古屋市千種
区吹上2-6-3

当該場所でなければ業務を
行うことが不可能であり場所
が限定され、供給者が一に特
定されることから会計規程第
３０条第３項に該当するため。

非公表 1,080,000 非公表 -
TECH Biz EXPOは、主催イベント事務局が名古屋国
際見本市委員会である。出展申込み先は同委員会
のみであり、当該契約先外に存在しないため。

5

シークエンス加圧装置 １式

契約担当職
第五研究業務推進部長
黒羽　義雄
（茨城県つくば市東1-1-1）

H25.7.1

エンジニアリングシス
テム（株）
長野県松本市笹賀
5652-83

本装置は、エンジニアリング
システム社との共同研究を通
して、同社が試行錯誤の上、
独自に開発してきた装置構成
やプログラムが含まれてお
り、それらは共同研究契約書
第10条（秘密の保持）に該当
することから秘密として扱わ
なくてはならず、会計規程第３
０条第３項に該当するため。

非公表 2,754,000 非公表 -

本装置は、共同研究を通して、「エンジニアリングシ
ステム（株）」が開発した内容が含まれており、それら
は同研究契約書第10条（秘密の保持）に該当するこ
とから、秘密として扱わなくてはならない。よって本調
達をするにあたり、その秘密事項を相手先の同意な
しに、第三者に提供、開示できないことから、本研究
に必要な要件を満たす「シークエンス加圧装置」を作
製できるのは、エンジニアリングシステム（株）のみで
ある。

19

産総研公式HPテンプレート追加
作成と設定作業 １式

契約担当職
調達室長
吉成　美智夫
（茨城県つくば市梅園1-1-1）

H26.7.17
（株）インフォネット
東京都中央区京橋1-
6-1

当該場所でなければ業務を
行うことが不可能であり場所
が限定され、供給者が一に特
定されることから会計規程第
３０条第３項に該当するため。

非公表 1,620,000 非公表 -

産総研公式ホームページは、株式会社インフォネッ
トが所有し管理する外部サーバーを利用しており、
他社による本サーバーへの作業はセキュリティ上の
問題などによりできない。
また、利用しているCMSも株式会社インフォネットが
制作した「infoCMS」というシステムを利用しており、
このCMSで利用できる追加テンプレート作成も、シス
テムへの設定変更作業も行えるのは株式会社イン
フォネット以外にない。
よって、本件を請負える業者は株式会社インフォネッ
ト以外にない。

5

会場設備利用料 １式

契約担当職
第二研究業務推進部長
渡邉　修治
（茨城県つくば市梅園1-1-1）

H26.7.31

つくばコングレスセン
ター
茨城県つくば市竹園2-
20-3

当該場所でなければ業務を
行うことが不可能であり場所
が限定され、供給者が一に特
定されることから会計規程第
３０条第３項に該当するため。

非公表 1,000,220 非公表 -

CSW2014は計算科学分野の振興及び発展を目的と
して、国内外から多く著名な研究者を招いて開催す
る。立地としては東京や成田空港からのアクセスもよ
く、大学や研究機関も多いつくば市での開催は、招
聘者や参加者にとって最良の立地条件といえる。過
去の開催状況から考えて、約150人の参加者を見込
んでおり、一度にこれだけの人数を収容でき、同時
にポスター40枚を掲示できるポスター会場を併せ持
つつくば市の会議場は、つくば国際会議場か、産総
研共用講堂のいずれかである。しかし、開催期間で
ある8月20日～22日は、産総研共用講堂が、下記の
節電対策の為使用できない。よって、今回の
CSW2014（国際会議）は、つくば国際会議場でしか開
催できないため、同会議場をCSW2014の開催場所と
して選定した。

5

【様式２】

平成２７年度以降も競争性のない随意契約とならざるを得ないもの
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【様式２】

平成２７年度以降も競争性のない随意契約とならざるを得ないもの

独立行政法人産業技術総合研
究所北海道センターで使用する
ガス

契約担当職
北海道研究業務推進室長
加瀬　治
（北海道札幌市豊平区月寒東
２条17-2-1）

H26.8.1
北海道ガス（株）
北海道札幌市中央区
大通西7-3-1

電気、ガス若しくは水又は電
話に係る役務について、供給
又は提供を受けるものである
ことから、会計規程第３０条第
３項に該当するため。

非公表 27,474,531 非公表 - 供給を行うことが可能な業者が一者であるため。 8

耐久試験の規格を定める為の
基礎的二次試験の実施調査 １
式

契約担当職
第三研究業務推進部長
助川　友之
（茨城県つくば市梅園1-1-1）

H26.9.3
アズビル金門（株）
東京都豊島区北大塚
1-14-3

経産省関係の再委託事業に
おける基礎試験実施調査で
あり、企業の経営戦略の漏洩
防止の観点から、会計規程第
３０条第３項に該当するため。

非公表 1,500,000 非公表 -

標準規格に向けた耐久試験条件に対応する試験装
置の保有情報を公開することは、各企業の技術力を
如実に示すことになるため、通常は公表されることが
なく各企業の機密事項となる。しかし、当所は計量法
に基づいて、水道メーター及び積算熱量計の型式承
認試験を実施している公的機関であるため、その試
験を通じて、各企業の保有情報等を把握している。
昨年度、当該機密事項をもとに上述した必要不可欠
な条件を満たしている企業を調べたところ、上述した
選定先以外にはなかった。なお、公募を行った場
合、今回実施する内容が他社に漏洩する危険があ
るため、企業の経営戦略や新たな製品開発に支障
をきたす恐れがあるなどの関係で、当該選定先の社
が応募してこない可能性がある。これらのことから、
選定先に記述した企業を契約相手先として選定す
る。
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耐久試験の規格を定める為の
基礎的二次試験の実施調査 １
式

契約担当職
第三研究業務推進部長
助川　友之
（茨城県つくば市梅園1-1-1）

H26.9.3

矢崎エナジーシステム
（株）
静岡県浜松市天竜区
二俣町南鹿島23

経産省関係の再委託事業に
おける基礎試験実施調査で
あり、企業の経営戦略の漏洩
防止の観点から、会計規程第
３０条第３項に該当するため。

非公表 1,500,000 非公表 -

標準規格に向けた耐久試験条件に対応する試験装
置の保有情報を公開することは、各企業の技術力を
如実に示すことになるため、通常は公表されることが
なく各企業の機密事項となる。しかし、当所は計量法
に基づいて、水道メーター及び積算熱量計の型式承
認試験を実施している公的機関であるため、その試
験を通じて、各企業の保有情報等を把握している。
昨年度、当該機密事項をもとに上述した必要不可欠
な条件を満たしている企業を調べたところ、上述した
選定先以外にはなかった。なお、公募を行った場
合、今回実施する内容が他社に漏洩する危険があ
るため、企業の経営戦略や新たな製品開発に支障
をきたす恐れがあるなどの関係で、当該選定先の社
が応募してこない可能性がある。これらのことから、
選定先に記述した企業を契約相手先として選定す
る。
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【様式２】

平成２７年度以降も競争性のない随意契約とならざるを得ないもの

耐久試験の規格を定める為の
基礎的二次試験の実施調査 １
式

契約担当職
第三研究業務推進部長
助川　友之
（茨城県つくば市梅園1-1-1）

H26.9.3

愛知時計電機（株）東
京支店
愛知県名古屋市熱田
区千年一丁目2番70号

経産省関係の再委託事業に
おける基礎試験実施調査で
あり、企業の経営戦略の漏洩
防止の観点から、会計規程第
３０条第３項に該当するため。

非公表 1,500,000 非公表 -

標準規格に向けた耐久試験条件に対応する試験装
置の保有情報を公開することは、各企業の技術力を
如実に示すことになるため、通常は公表されることが
なく各企業の機密事項となる。しかし、当所は計量法
に基づいて、水道メーター及び積算熱量計の型式承
認試験を実施している公的機関であるため、その試
験を通じて、各企業の保有情報等を把握している。
昨年度、当該機密事項をもとに上述した必要不可欠
な条件を満たしている企業を調べたところ、上述した
選定先以外にはなかった。なお、公募を行った場
合、今回実施する内容が他社に漏洩する危険があ
るため、企業の経営戦略や新たな製品開発に支障
をきたす恐れがあるなどの関係で、当該選定先の社
が応募してこない可能性がある。これらのことから、
選定先に記述した企業を契約相手先として選定す
る。
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nano tech2015出展料金

契約担当職
調達室長
吉成　美智夫
（茨城県つくば市梅園1-1-1）

H26.9.10

ｎａｎｏ ｔｅｃｈ実行委員
会事務局
東京都千代田区猿楽
町1-5-18

当該場所でなければ業務を
行うことが不可能であり場所
が限定され、供給者が一に特
定されることから会計規程第
３０条第３項に該当するため。

非公表 3,456,000 非公表 -
nano tech 2015は主催イベント事務局がｎａｎｏ ｔｅｃｈ
実行委員会事務局である。出展申込み先は同事務
局のみであり、当該契約先外に存在しないため。

5

グローバル認証基盤整備事業
（大型パワーコンディショナ）予
定地の購入

契約担当職
調達室長
吉成　美智夫
（茨城県つくば市梅園1-1-1）

H26.9.30
パナソニック（株）
大阪府門真市大字門
真1006

当該場所の供給者が一に特
定されることから、会計規程
第３０条第３項に該当するた
め。

非公表 131,800,000 非公表 -
グローバル認証事業は、福島研究所の隣接地に整
備する必要があるため、隣接するパナソニック株式
会社が所有する土地を購入する。
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